
公立大学法人山梨県立大学安全保障輸出管理規程 

（令和７年４月１日制定 法人第２９０４号） 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公立大学法人山梨県立大学（以下｢本学｣という。）において、学術研究の健

全な発展に配慮しつつ、安全保障輸出管理（以下「輸出管理」という。）を適切に実施するため

に必要な事項を定め、もって国際的な平和及び安全の維持に寄与することを目的とする。 

２ この規程に定めるもののほか、本学における輸出管理については、外国為替及び外国貿易法

及びその他関係法令の定めるところによる。 

（適用範囲） 

第２条 この規程は、本学の役員及び教職員（以下「教職員等」という。）並びに学生等が、本学

における教育、研究その他の活動として行うすべての技術の提供及び貨物の輸出に適用する。 

（定義） 

第３条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

（１）「外為法等」とは、外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号。）及びこれに

基づく輸出管理に関する政令、省令、通達等をいう。 

（２）「居住者」とは、外為法第６条第１項第５号に規定する居住者をいう。 

（３）「非居住者」とは、外為法第６条第１項第６号に規定する非居住者をいう。 

（４）「特定類型該当者」とは、外為法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項の規定に

基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について（４貿局第４９２号）１（３）サ 

①から③までに掲げる者（自然人である居住者に限る。）をいう。 

（５）「技術の提供」とは、外国における技術の提供若しくは外国に向けて行う技術の提供又は

非居住者への技術の提供若しくは非居住者へ再提供することが明らかな居住者への技術の提

供をいう。 

（６）「貨物の輸出」とは、外国に向けて貨物を送付すること（自ら手荷物として海外に持ち出

す場合を含む。）又は外国へ送付されることが明らかな貨物を国内で送付すること。 

（７）「取引」とは、技術の提供又は貨物の輸出をいう。 

（８）「相手先」とは、技術の提供にあっては当該技術を利用する者、貨物の輸出にあっては当

該貨物の需要者をいう。 

（９）「リスト規制技術」とは、外国為替令（昭和５５年政令第２６０号。以下「外為令」とい

う。）別表の１の項から１５の項までに定める技術をいう。 

（10）「リスト規制貨物」とは、輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号。以下「輸出令」

という。）別表第１の１の項から１５の項までに定める貨物をいう。 

（11）「キャッチオール規制技術等」とは、外為令別表の１６の項に定める技術及び輸出令別

表第１の１６の項に定める貨物が、大量破壊兵器若しくは通常兵器の開発等に用いられるお

それのある場合には、経済産業大臣に許可申請を行うことをいう。 

（12）「該非判定」とは、提供しようとする技術又は輸出しようとする貨物が、リスト規制技術 



等に該当するか否かを判定することをいう。 

（13）「取引審査」とは、該非判定の内容のほか、取引の相手先及び相手先における用途の内

容を踏まえ、本学として当該取引を行うか否かを判断することをいう。 

（14）「大量破壊兵器等」とは、核兵器、軍用の化学製剤若しくは細菌製剤、若しくはこれら

の散布のための装置、又はこれらを運搬することができるロケット若しくは無人航空機をいう。 

（15）「通常兵器」とは、大量破壊兵器等以外の輸出令別表第１の１の項に該当する貨物をいう。 

（16）「開発等」とは、開発、製造、使用又は貯蔵を行うことをいう。 

（17）「ホワイト国」とは、輸出令別表第３に掲げる国をいう。 

（基本方針） 

第４条 本学における輸出管理の基本方針は、次のとおりとする。 

（１）国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれのある技術提供及び貨物の輸出は行わない。 

（２）外為法等を遵守し、経済産業大臣の許可を受けなければならない場合は、責任を持って、当

該許可を取得する。 

（３）輸出管理を確実に実施するため、輸出管理の責任者を定め、輸出管理体制を適切に整備

し、充実を図る。 

（最高責任者） 

第５条 本学の輸出管理における最高責任者は、理事長とする。 

２ 最高責任者は本規程の制定・改廃、外為法等又は本規程に違反する事実が発生した場合の再

発防止策を構築することのほか、輸出管理における重要事項に関する最終的な決定を行う。 

（輸出管理統括責任者） 

第６条 最高責任者の命を受け、本学における輸出管理業務を統括させるため、輸出管理統括責

任者（以下、統括責任者」という。）を置く。 

２ 統括責任者は、理事（研究担当）をもって充てる。 

３ 統括責任者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

（１）輸出管理の基本方針及び基本施策に関すること。 

（２）技術の提供及び貨物の輸出に関する承認・許可に関すること。 

（３）輸出管理について必要な指示等を行うこと。 

（４）輸出管理業務に係る研修及び監査に関すること。 

（５）特定類型該当者の把握に関すること。 

（６）その他輸出管理の統括に関する業務に関すること。 

（輸出管理責任者） 

第７条  統括責任者の命を受け、本学における輸出管理業務を掌理させるため、輸出管理責任者 

（以下「管理責任者」という。）を置く。 

２ 管理責任者は、事務局長をもって充てる。 

３ 管理責任者は、統括責任者を補佐し、次に掲げる業務を行うものとする。 

（１）統括責任者の指示等の部局内への周知徹底 

（２）技術又は貨物の該非判定に係る確認 



（３）取引審査の部局における承認 

（輸出管理アドバイザー） 

第８条 本学に、輸出管理に関する指導、助言を得るために輸出管理アドバイザーを置くことが

できる。 

２  輸出管理アドバイザーは、統括責任者が学内又は学外の専門的知識を有する者から選出するこ

とができる。 

３  管理責任者及び輸出管理アドバイザーは、教職員等からの輸出管理に関する相談に応じ、輸

出管理手続が円滑に行われるよう努めるものとする。 

（輸出管理委員会） 

第９条 本学の輸出管理に関する重要事項を審議するため、統括責任者の下に輸出管理委員会（以下

「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、輸出管理に関する次の事項を審議する。 

（１）本規程等の改廃案の作成に関する事項 

（２）該非判定、例外適用及び取引審査の審議に関する事項 

（３）教職員等に対する研修・啓発活動に関する事項 

（４）監査に関する事項 

（５）その他輸出管理に関する重要事項 

３ 委員会は、次の各号の委員をもって構成し、委員長は統括責任者とする。 

（１）統括責任者 

（２）管理責任者 

（３）学部長、研究科長及び専攻科長 

（４）その他委員長が必要と認めた者 

（事前確認） 

第１０条 教職員等は、技術の提供又は貨物の輸出を行おうとする場合は、別途定める「事前確

認シート」に基づき、相手先に関する懸念情報及び例外規定（公知の技術、基礎科学分野の研

究活動における技術）の適用判定等について確認を行い、取引審査の手続の要否について、管

理責任者の承認を得なければならない。ただし、取引審査を行う必要があることが明らかな場

合は、「事前確認シート」による事前確認を省略することができる。 

２ 管理責任者の承認を受けた「事前確認シート」は、経営企画課を通じて統括責任者に提出し、確

認を受けるものとする。 

３ 第１項の事前確認により、取引審査の手続が必要と判断された場合又は取引審査を行うこと

が明らかな場合には、教職員等は第１１条（該非判定）、第１２条（用途及び需要者の確認）の

起票・確認を行い、第１３条の取引審査の手続を行わなければならない。 

４ 第１項の事前確認により取引審査の手続が不要と承認された場合には、教職員等は当該取引

を行うことができる。 

（該非判定） 

第１１条 取引を行おうとする教職員等は、該非判定を行いその結果について管理責任者による

確認を受けなければならない。また、管理責任者はこの判定結果を統括責任者へ報告するもの 



とする。 

２ 統括責任者は、前項による判定結果に不明・疑義がある場合は、これについて委員会に諮る

等、適切な方法により最終確認を行うものとする。 

（用途及び需要者の確認） 

第１２条 取引を行おうとする者は、前条により非該当と判断され、かつ、相手先がホワイト国

以外である場合は、キャッチオール規制技術又はキャッチオール規制貨物に該当するか否かの

判断を行い、その結果について管理責任者による承認を受けなければならない。また、管理責

任者は、この判定結果を統括責任者へ報告するものとする。 

２ 管理責任者は、前項における判定にあたり、大量破壊兵器等の開発等の懸念の有無を確認し

なければならない。また、相手先が国連武器禁輸国・地域である場合は、通常兵器の開発等に

用いられる懸念の有無についても確認しなければならない。 

３ 統括責任者は、前項による判定結果に不明又は疑義がある場合は、これについて委員会に諮

る等、適切な方法により最終確認を行うものとする。 

（取引審査） 

第１３条 管理責任者は、教職員等が行おうとする取引が次の各号に該当する場合、取引審査の

一次審査を行い、統括責任者に結果を報告するものとする。 

（１）第１１条により、リスト規制技術又はリスト規制貨物に該当すると判定され場合 

（２）第１２条により大量破壊兵器等（国連武器禁輸国・地域にあっては通常兵器を含む。）の

開発等に用いられる恐れがあることが確認された場合 

（３）大量破壊兵器や通常兵器の開発等に用いられる恐れがあるとして経済産業大臣から許可

申請をすべき旨の通知を受けた場合 

（４）第１号及び第２号に該当するか否かについて不明又は疑義がある場合 

２ 統括責任者は、一次審査の報告があった場合には、前項第１号から第４号までの内容を踏ま

え、当該取引の可否について二次審査を行うものとする。 

３ 統括責任者が当該取引について、委員会での二次審査が必要と判断した場合は、委員会を招

集し二次審査を実施する。 

４ 国内における取引であっても輸出等が行われることが明らかな場合には、第１項と同様の手

続を行うものとする。 

（外為法等に基づく許可の申請等） 

第１４条 管理責任者は、前条に規定する取引審査の結果、輸出等について経済産業大臣の許可

を得る必要がある場合は、直ちに統括責任者を通じて最高責任者に報告しなければならない。 

２  前項による報告を受けた最高責任者は、直ちに経済産業大臣の許可を得るための申請手続き 

を行うものとする。 

３ 取引を行おうとする者は、経済産業大臣の許可が得られるまでの間、当該輸出等を行っては

ならない。 

（技術の提供） 

第１５条 取引を行おうとする者は、審査の手続が終了していること及び技術の内容に変更がな

いことを確認しなければならない。 



２ 前項に定めるもののほか、取引を行おうとする者は、当該技術の提供が外為法等に基づく経

済産業大臣の許可が必要な技術の提供であるときは、当該許可を受けていることを併せて確認

しなければならない。 

３ 取引を行おうとする者は、前項の確認ができないときは、当該技術の提供を行ってはならな

い。 

（貨物の輸出） 

第１６条 取引を行おうとする者は、貨物の輸出を行うときは、審査の手続が終了していること

及び貨物の内容に変更がないことを確認しなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、取引を行おうとする者は、当該貨物の輸出が外為法等に基づく経

済産業大臣の許可が必要な貨物の輸出である場合には、当該許可を受けていることを併せて確

認しなければならない。 

３ 取引を行おうとする者は、前項の確認ができないときは、当該貨物の輸出を行ってはならな

い。 

（学生等が技術の提供又は貨物の輸出をするときの取扱い） 

第１７条 学生等が技術の提供又は貨物の輸出を行おうとするときは、主として教育・研究指導

を行う教職員等が当該学生等の協力を得て、この規程に定める手続を行わなければならない。 

（事故対応） 

第１８条 取引を行おうとする者は、貨物の輸出を行うときにおいて通関時に事故が発生したと

きは、直ちに当該輸出の手続を取り止め、管理責任者を通じて、統括責任者にその旨を報告し

なければならない。 

２ 統括責任者は、前項の報告があったときは、その内容を調査し、輸出通関停止の指示を含む

適切な措置を講じるものとする。 

（文書管理） 

第１９条 取引を行おうとする者は、輸出管理の手続に必要な文書（図画及び電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録を

いう。）を含む。以下同じ。）の作成に当たっては、事実に基づき正確に記載しなければならな

い。 

２ 輸出管理に係る文書は、技術が提供された日又は貨物が輸出された日の属する年度の翌年度

の初日から起算して、７年間保管しなければならない。 

（教育） 

第２０条 統括責任者及び管理責任者は、外為法等及びこの規程の遵守について理解させるとと

もに、その確実な実施を図るため、教職員等に対し輸出管理の研修等を行うものとするととも

に、最新の外為法等の周知その他関係法令の規定を遵守するために必要な指導を行うものとす

る。 

２ 統括責任者は、管理責任者に対し、輸出管理に関し必要な情報の提供に努めるものとする。 

３  管理責任者は、教職員等に対し、輸出管理に関する理解を深め、意識の高揚を図るために必 

要な情報の提供に努めるものとする。 

４  教職員等は、学生等に対し輸出管理に関する理解を深め、意識の高揚を図るために必要な教 



育を行うよう努めるものとする。 

（監査） 

第２１条 統括責任者は、本学における輸出管理が外為法等及びこの規程に基づき適正に実施さ

れていることを確認するため、業務の監査を行うよう努めなければならない。 

（通報及び報告） 

第２２条 教職員等及び学生等は、外為法等若しくはこの規程に違反したとき、又は違反したお

それがあることを知ったときは、管理責任者を通じて速やかに統括責任者にその旨を通報しな

ければならない。 

２ 統括責任者は、前項の通報があったときは、当該通報の内容を調査し、その結果を最高責任

者に報告しなければならない。 

３ 最高責任者は、前項の報告において、外為法等若しくはこの規程に違反している事実が明ら

かとなったとき、又は違反したおそれがあるときは、速やかに管理責任者に対応措置を指示す

るとともに、遅滞なく関係行政機関に報告するものとする。また、最高責任者は、その再発防

止のために必要な措置を講じるものとする。 

（懲戒） 

第２３条 教職員が故意又は重大な過失により外為法等及び本規程に違反した場合には、公立大学法

人山梨県立大学教職員就業規則に基づき懲戒処分の対象とする。 

（事務） 

第２４条 輸出管理に関する事務は、関係部局等の協力を得て経営企画課において処理する。 

（委任） 

第２５条 この規程に定めるもののほか、輸出管理に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 

附 則 

この規程は、令和７年４月１日から施行する。 



☐ 技術の提供 ☐ 貨物の輸出 （  ☐ 自作品（改造機器、試料を含む） ☐ 購入品 ） 

上記のその他の懸念情報を「はい」とした場合、本欄にその理由を記入してください。 

様式第1-1号（表面） 

技術の提供・貨物の輸出の事前確認シート 

記入年月日：       年 月 日 

申
請
者 

（フリガナ）  
所属・職名  

 

氏 名   
E-mail  

※学会参加の場合は【 】内について記載してください 

相手先氏名 

【学会名】 
 国 名  

【開催国】 
 

 
提供予定の
技術の内容 
【発表テーマ】 

 

相手先の
所 属 

【大会名】 
 

取引予定期間 

【参加期間】 ～ 

 
輸出貨物の名
称（機器・試料

等の名称） 

 

 

用 途  
（貨物の輸
出の場合） 

 

＊貨物の輸出の場合、相手先名・国名には貨物の最終の需要者（利用者）についてご記入ください。 

該当する事項にチェックを入れ（☒・✓）、裏面（自己判定）のチェックを行ってください。 
 

 

以下は、裏面（自己判定）のチェックにおいて、作成要となった場合のみ作成してください。 

〔相手先に関する懸念情報〕  ※裏面（自己判定）の『 I）』の箇所において、以下の懸念情報のチェックを行います。 

相手先が、外国ユーザーリスト（※）に掲載されている。 ☐ はい ☐ いいえ 

仕向地が、懸念国（イラン、イラク、北朝鮮）又は国連武器禁輸国・地域（アフガニスタン、中央アフリカ、コンゴ民
主共和国、イラク、レバノン、リビア、北朝鮮、ソマリア、南スーダン、スーダン）である。 

☐ はい ☐ いいえ 

相手先が、HP等の公表情報及び入手した情報から、大量破壊兵器等若しくは通常兵器、又はこれらに使用される
技術的に高度な材料・部品・製品の開発等に関与している、又は過去関与していた疑いがある。 

☐ はい ☐ いいえ 

提供する技術又は輸出する貨物が、HP等の公表情報及び入手した情報から、大量破壊兵器等（核兵器・化学兵
器・生物兵器・ロケット・無人航空機）若しくは通常兵器、又はこれらに使用される技術的に高度な材料・部品・製品の
開発等（開発、製造、使用又は貯蔵をいう。以下同じ。）に用いられる疑いがある。 

 

☐ はい 

 

☐ 

 

いいえ 

提供する技術又は輸出する貨物が、HP等の公表情報及び入手した情報から、核融合に関する研究、核燃料物
質や原子炉等の開発等に用いられる疑いがある。 ☐ はい ☐ いいえ 

提供する技術又は輸出する貨物が、HP等の公表情報及び入手した情報から、外国の軍若しくは警察又はこれら
の者から委託を受けた者により、化学物質・微生物・毒素の開発等又は宇宙に関する研究に用いられる疑いがあ
る。 

 

☐ はい 

 

☐ 

 

いいえ 

その他、相手先や用途について、安全保障輸出管理上の懸念情報を有している。（「はい」の場合下欄記載） ☐ はい ☐ いいえ 

※外国ユーザーリストは、経済産業省HPの「外国ユーザーリスト」（http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list）を参照して下さい。 
 

 

以下、申請者は記入不要 

 

上記の事前確認内容を輸出管理責任者が 年 月 日に確認し、以下のとおり判定いたします。 

 

☐ 取引可 ☐ 審査申請書の作成を要する 

［コメント］ 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list


技術の提供可 
（各教職員や課室で本自己判定書保管提出不要） 

貨物の輸出・技術の提供の承認／不承認 審査 

様式第1-2号（裏面） 

技術の提供・貨物の輸出に関する自己判定 
 

 

以下のフロー図に従って□にチェック（☒・✓）を入れてください。 
 

 

不明な点があれば、

経営企画課へ 

ご相談ください。 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 
いいえ 

☐ 
はい 

☐ 
 

 

 

 

 
いずれかに（又は 

いずれにも）該当☐ 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☐ いいえ☐ 
 

 

 

いいえ☐ 
疑義 疑義 
あり なし 

☐ ☐ 

  

 

※注1：公知の技術を提供する取引又は技術を公知とするために当該技術を提供する取引の例 

◆新聞、書籍、雑誌、カタログ、電気通信ネットワーク上のファイル等により、既に不特定多数の者に対して公開されている技術の提供◆学会誌、公開特許情報、公開シンポジウムの議事録等不特定多数の者が入手

可能な技術の提供◆あらかじめ設定された見学コース、講演会、展示会等において不特定多数の者が入手又は聴講可能な技術の提供◆ソースコードが公開されているプログラムの提供 

◆学会発表用の原稿又は展示会等での配布資料の送付、雑誌への投稿等、当該技術を不特定多数の者が入手又は閲覧可能とすることを目的とする取引 

自己判定の実施時期 

貨物の輸出（持出し）を行う前

又は海外へ出張する前の時点 

I）事前確認シート（表面）の 

「相手先に関する懸念情報」に 

「はい」がひとつもない 

 

 

はい☐ 

 

☐ 

B）自分は国内にいる 
※C)～E)に該当するものすべてをチェックする 

事前確認シートを作成して

経営企画課へ提出 

（該非判定書又はキャッチオール規制チェック

シートを作成した場合には併せて提出） 

☐ はい☐ 

☐ 

いずれにも 
該当しない 

H）相手先はホワイト国である 非該当 

 

 

 
※下記アドレス（経済産業省HP）より貨物・技術のマトリックス表を参照してください。 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/matrix_intro.html 

 

 

 

 

 

 

 

【外国派遣】 

E）学生や研究員等を外国
へ派遣する 

はい 

事前確認シートと該非判定書を

作成して経営企画課へ提出 

該当 

技術の提供を他者にしない 

A）自分が外国へ行く（オンライン参加も含む） 
（国際会議・海外での打合せ等） 

装置・試料等を持出す場合は、C）もチェック 
但し、自己使用のパソコン、デジタルカメラ、スマートフォン等は除く 

【技術の提供】 

D）技術の提供（外国機関との
共同研究等やメール・FAX等に

よる技術提供含む）を行う 

G）☐ 論文投稿や特許出願等技術の公知化のための提供である（※注1） 

☐ 公知の技術の提供である（※注1） 

☐ 提供技術や貨物の該非判定において、非該当又は対象外が明らかな場合には、理由を
下欄に記入してください。この場合、該非判定書の作成は不要となります。 

 

【貨物の輸出】 

C）貨物（装置・試料等）の輸出 

（送付する又は持ち出す） 

事前確認シートとキャッチオール規制チェック

シートを作成して経営企画課へ提出 

（該非判定書を作成した場合には併せて提出） 

不特定多数参加可能な会議・

学会での発表 

☐ 貨物の該非判定（輸出管理令/貨物等省令マトリクスを用いて行い、該非判定書を作成してください） 

 

☐ 提供技術の該非判定（外国為替令/貨物等省令マトリクスを用いて行い、該非判定書を作成してください） 

 

☐ 

☐ ☐ ☐ 

☐ 

海外とコンタクトする 

はい 
☐ 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/matrix_intro.html


上記のその他の懸念情報を「はい」とした場合、本欄にその理由を記入してください。 

様式第2-1号（表面） 

外国人（研究者・留学生・見学者等）受入れの事前確認シート 

記入年月日：   年 月 日 

 
申
請
者 

（フリガナ）   

所属・職名  

 

氏 名    

E-mail 
 

 

受入予定人物
の氏名 

 
出身国 

（国籍） 
 

 
提供予定の
技術の内容 

（概要） 
 

受入予定人物
の所属先 

 

受入予定期間 
 

～ 

受入予定人物の
本学での 

身分等 

☐ 留学生  （ ☐ 大学院生  ☐ 学部学生 ☐ 研究生 ☐ 連携交流学生   ☐ その他（ ） 

☐ 研究者・教員  （ ☐ 本学で雇用 （職名等： ）  ☐ 訪問者 

☐ 海外からの研究員・研修生 ※2名以上の場合は、別途参加者リストを作成し添付してください。） 

■以下を記述する前に、裏面（自己判定）のチェックを行ってください。 
 

以下は、裏面（自己判定）のチェックにおいて、作成要となった場合のみ作成してください。 

〔相手先に関する懸念情報〕  ※裏面（自己判定）の『E）』の箇所において、以下の懸念情報のチェックを行います。 

相手先が、外国ユーザーリスト（※）に掲載されている。 ☐ はい ☐ いいえ 

受入予定者の出身国が、懸念国（イラン、イラク、北朝鮮）又は国連武器禁輸国・地域（アフガニスタン、中央
アフリカ、コンゴ民主共和国、イラク、レバノン、リビア、北朝鮮、ソマリア、スーダン）である。 

☐ はい ☐ いいえ 

受入予定者の出身組織（留学生である場合の出身大学・学科・研究室等を含む。）が、HP等の公表情報及び
入手した情報から、大量破壊兵器等（核兵器・化学兵器・生物兵器・ロケット・無人航空機）若しくは通常兵
器、又はこれらに使用される技術的に高度な材料・部品・製品の開発等に関与している疑いがある。 

 

☐ はい 
 

☐ 

 

いいえ 

受入予定者が留学生の場合において、その留学費用につき、出身国政府の国費又は出身国の機関・組織 

（民間企業・組織を含む）による財政的支援を受けている、又は受ける予定がある。 
☐ はい ☐ いいえ 

受入予定者が留学生の場合において、その者が将来出身国に帰国し、軍事関連部門や軍需企業に就職する
予定がある、又は就職する希望を持っていることを、今までの連絡から知っている。 

☐ はい ☐ いいえ 

受入予定者の過去の研究内容等が、大量破壊兵器等又は通常兵器の開発等である疑いがある。 ☐ はい ☐ いいえ 

その他、相手先や用途について、安全保障輸出管理上の懸念情報を有している。（「はい」の場合下欄記載） ☐ はい ☐ いいえ 

※外国ユーザーリストは、経済産業省HPの「外国ユーザーリスト」（http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list）を参照して下さい。 
 

 

以下、申請者は記入不要 

 

上記の事前確認内容を輸出管理責任者が 年 月 日に確認し、以下のとおり判定いたします。 

 

☐ 取引可 ☐ 審査申請書の作成を要する 

［コメント］ 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list


受入承認／不承認 審査 

事前確認シートとキャッチオール規制チェック

シートを 作成して経営企画課へ提出 

（該非判定書を作成した場合には併せて提出） 

事前確認シートを作成して

経営企画課へ提出 
（該非判定書又はキャッチオール規制チェックシ

ートを作成した場合には併せて提出） 
 

E）事前確認シート（表面）の 

「相手先に関する懸念情報」に 

「はい」がひとつもない 

 

 

はい☐ 

D）相手先はホワイト国である 非該当 

事前確認シートと該非判定書を

作成して経営企画課へ提出 

該当 

B)① 公知の技術の提供である 

② 山梨県立大学での雇用を予定している → D)へ進む 

C） 

※下記アドレス（経済産業省HP）より貨物・技術のマトリックス表を参照してください。 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/matrix_intro.html 

 

 

 

 

 

 

 
※該非判定：当該技術が、外国為替令別表/貨物等省令のいずれの項番・条項号に該当するか又は非該当であるかを判定する作業。不

明な点は、経営企画課へおたずねください。 

提供技術の該非判定において、非該当又は対象外が明らかな場合には、理由を下欄に記
入してください。この場合、該非判定書の作成は不要となります。 

（理由記入例：光学顕微鏡（カメラ付）によるマウス組織切片の観察（非該当）、フラーレン（C60)の海外への送付（対象外）） 

 

☐ 提供技術の該非判定（外国為替令/貨物等省令マトリクスを用いて行い、該非判定書を作成してください） 

受入可 
（各教職員や課室で本自己判定書保管 提出不要） 

様式第2-2号（裏面） 

外国人（研究者・留学生・見学者等）受入れに関する自己判定 
 

 

以下のフロー図に従って□にチェック（☒・✓）を入れてください。 
 

 

 

不明な点があれば、

経営企画課へ 

ご相談ください。 

 

 

 

 

いずれかに該当☐ 
 

 

いずれにも該当しない☐ 

 

いずれかに該当 ☐ 

 

いずれにも該当しない☐ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☐  
 

☐ いいえ☐ 
 

 

 

いいえ☐ 
疑義 疑義 
あり なし 

☐ ☐ 

 

 

※注1：公知の技術を提供する取引又は技術を公知とするために当該技術を提供する取引の例 

◆新聞、書籍、雑誌、カタログ、電気通信ネットワーク上のファイル等により、既に不特定多数の者に対して公開されている技術の提供◆学会誌、公開特許情報、公開シンポジウムの議事録等不特定多数

の者が入手可能な技術の提供◆あらかじめ設定された見学コース、講演会、展示会等において不特定多数の者が入手又は聴講可能な技術の提供◆ソースコードが公開されているプログラムの提供

 

 

外国人研究者・留学生・ 

訪問者等の受入 

A）① 日本で雇用関係を既に結び、日本で勤務している人である 

② 受入れ研究室等が人文社会科学系の非実験系研究室である 

③ 学部の留学生である 

自己判定の実施時期（例） 

国費留学生：文科省から本学に打診があった時点、又
は候補者を文科省に推薦する時点。私費留学生：入学
試験の願書提出の時点。日本学術振興会（JSPS）外国
人特別研究者の場合には、JSPSへ申請の時点。 

はい☐ 



様式第3-1号 

該非判定書 
 

記入年月日：   年 月 日 
 

 
申
告
者 

（フリガナ）  
所属·職名  

 

氏  名   

E-mail  

 

技術の名称、取引概要 

貨物の名称、型及び等級 
 

 

 

 

本件技術又は貨物は、以上のとおり外国為替令別表（第16項を除く） 

又は輸出貿易管理令別表第一（第16項を除く）に該当 （☐ します・☐ しません） 

 

外国為替令／輸出貿易管理令の関係項、貨物等省令の関係箇所及び解釈通達の関係個所と、 

本件技術·貨物の仕様（性能）との対応関係は、別紙「対比表」のとおりです。 

外国為替令別表（技術を提供する場合） 

又は 

輸出貿易管理令別表第一（貨物を輸出する場合） 

の項番と該非 

１ 

２ 

３ 

３の２ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

☐ 該当する 

 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

☐ 該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

 「該当する」欄が 

１か所以上ある 

すべて「該当しな

い」欄のみ 

※技術・貨物の内容・性能を法令（外国為替令別

表又は輸出貿易管理令別表第一、貨物等省令、

解釈通達。下記ＨＰ掲載の「貨物・技術のマト

リクス表」を参照）に照合した上で、それぞれ

の項について「該当する」「該当しない」のい

ずれかに☒を付けてください。 

 http://www.meti.go.jp/policy/anpo/matrix_intro.html 

※「該当する」に☒を付けた項については、貨物

等省令、解釈通達の関係箇所と技術・貨物の仕

様（性能）を比較し、該当すると判断した根拠

を、別紙「対比表」に明記してください。 

※「該当しない」に☒を付けた項でも、技術・貨

物の性質上その項に近いものである場合には、

貨物等省令、解釈通達の関係箇所と技術・貨物

の仕様（性能）を比較し、該当しないと判断し

た根拠を、別紙「対比表」に明記してくださ

い。 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/matrix_intro.html


外国為替令別表

又は 

輸出貿易管理令別表第一 

 

貨物等省令 

 

解釈通達 

項 番 項 目 項 番 項 目 

     

 

技術／貨物の該非判定結果 ☐ 該当 ☐ 非該当 

様式第3-2号 

外国為替令·輸出貿易管理令の関連項目等と 

技術·貨物の仕様（性能）の対比表 

該非判定書に記載した技術／貨物に係る、外国為替令／輸出貿易管理令の関係項、貨物等省令の関係箇所

及び解釈通達の関係箇所と、本件技術／貨物の仕様（性能）との対応関係は以下のとおりです。 

                                                                                              
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

※記載にあたっては、以下の事項を満たしてください。 
・外国為替令別表／輸出貿易管理令別表第一の関係項、貨物等省令の関係箇所及び解釈通達の関係箇所

については、それぞれが明確に分かるよう、該当部分を引用し、技術／貨物の仕様（性能）との対比を明ら
かにすること。 

・特に、該当非該当に係る具体的数値については、技術／貨物の有する数値と基準の関係が分かるよう記載
すること。 

・技術／貨物の仕様（性能）などが分かる資料を添付すること。

 

技術／貨物の 

仕様（性能） 

 



外国為替令別表

又は 

輸出貿易管理令別表第一 

 

貨物等省令 

 

解釈通達 

項 番 項 目 項 番 項 目 

第4項 

 

（5） 

原料ガスの

熱分解によ

り生成する

物質を基材

に定着させ

るための装

置の使用に

かかる技術

で あ っ て 、

経済産業省

令で定める

もの 

第16条

第5項 

外為令別表4の

項（5）の経済産

業省令で定め 

る 技 術 は、原

料 ガ ス の 熱 

分解 

（1,300 度以上

2,900度以下の

温度範囲にお

いて、かつ130

パスカル以上

20,000 パ ス カ

ル以下の絶対

圧力の範囲に

おいて行うもの

に限る。）により

生成する物質

を基材に定着

さ せ る た め の

技術とする。 

 

 

したがって、該当。 

以上の条件の下、原料 

ガ ス の 熱 分 解 に よ り

生成する物質を基材

に 定 着 さ せ る た め の

技術である。 

・2,000～2,500度の 

温度範囲 

・15,000～20,000度パス

カルの絶対圧力 

 

 

技術／貨物の

仕様（性能） 

技術／貨物の該非判定結果 ☒ 該当 ☐ 非該当 

（様式第3-2号 記載例）    「熱分解蒸着処理に係る技術」の場合 

 

外国為替令·輸出貿易管理令の関連項目等と 

技術·貨物の仕様（性能）の対比表 

該非判定書に記載した技術／貨物に係る、外国為替令／輸出貿易管理令の関係項、貨物等省令の関係箇所

及び解釈通達の関係箇所と、本件技術／貨物の仕様（性能）との対応関係は以下のとおりです。 

 

 



様式第4号 

キャッチオール規制チェックシート 

 

 

 

 

記入年月日： 年 月 日 

 
申
請
者 

（フリガナ）  

所属・職名 
 

 

氏 名  

E-mail 
 

 

「用途」チェックリスト 
以下の用途に用いられることを知るに至ったかを確認すること。その際には、以下
の用途に用いられることが貨物の輸出又は技術の提供に関する契約書又は入手し
た文書・記録媒体に記載、記録されているか、また、輸入者又は技術提供先から連
絡を受けたかについても確認すること。 

 

核兵器の開発、製造、使用もしくは貯蔵 ☐ はい ☐ いいえ 

軍用の化学製剤の開発、製造、使用もしくは貯蔵 ☐ はい ☐ いいえ 

軍用の細菌製剤の開発、製造、使用もしくは貯蔵 ☐ はい ☐ いいえ 

軍用の化学製剤もしくは細菌製剤の散布のための装置の
開発、製造、使用もしくは貯蔵 

☐ はい ☐ いいえ 

300km以上運搬することができるロケットの開発、製造、使
用もしくは貯蔵 

☐ はい ☐ 
 

いいえ 

300km以上運搬することができる無人航空機の開発、製
造、使用もしくは貯蔵 

☐ はい ☐ いいえ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
別
表
行
為 

① 核燃料物質もしくは核原料物質の開発、製造、使用もしく
は貯蔵 

☐ はい ☐ いいえ 

② 核融合に関する研究 ☐ はい ☐ いいえ 

③ 原子炉又はその部分品もしくは附属装置の開発、製造、使
用もしくは貯蔵 ☐ はい ☐ 

 

いいえ 

④ 重水の製造 ☐ はい ☐ いいえ 

⑤ 核燃料物質の加工 ☐ はい ☐ いいえ 

⑥ 核燃料物質の再処理 ☐ はい ☐ いいえ 

⑦ 以下の行為であって、軍もしくは国防に関する事務をつ
かさどる行政機関が行うもの、又はこれらの者から委託を
受けて行うことが明らかなもの 

 

☐ はい 

 

☐ 
 

いいえ 

ａ 化学物質の開発もしくは製造 ☐ はい ☐ いいえ 

b 微生物もしくは毒素の開発、製造、使用もしくは貯蔵 ☐ はい ☐ いいえ 

c ロケットもしくは無人航空機の開発、製造、使用もしくは
貯蔵 

☐ はい ☐ 
 

いいえ 

d 宇宙に関する研究 ☐ はい ☐ いいえ 

国連武器禁輸国・地域向けの場合で通常兵器の開発、製造

もしくは使用 
☐ はい ☐ いいえ 

「需要者」チェックリスト 
①外国ユーザーリストのチェック 

 

 

②需要者要件のチェック 

明らかガイドラインチェックリスト 

（大量破壊兵器用途に用いられないことが確からしいか） 
※ 取引形態等からみて設問が当てはまらない場合は「－」にチェックをつけること。 

需要者が以下に掲げる行為を行っている又は過去に行っていたことについて貨物の輸

出又は技術の提供に関する契約書もしくは入手した文書・記録媒体に記載、記録されて

いるか、又は、輸入者等から連絡を受けたかについて以下の確認をすること。 

核兵器の開発、製造、使用もしくは貯蔵 ☐ はい ☐ いいえ 

軍用の化学製剤の開発、製造、使用もしくは貯蔵 ☐ はい ☐ いいえ 

軍用の細菌製剤の開発、製造、使用もしくは貯蔵 ☐ はい ☐ いいえ 

軍用の化学製剤もしくは細菌製剤の散布のための装置の
開発、製造、使用もしくは貯蔵 

☐ はい ☐ いいえ 

300km以上運搬することができるロケットの開発、製造、使
用もしくは貯蔵 

☐ はい ☐ 
 

いいえ 

300km以上運搬することができる無人航空機の開発、製
造、使用もしくは貯蔵 

☐ はい ☐ いいえ 

☐ は い  ☐ いいえ 需要者は外国ユーザーリストに掲載されているか。 

１．輸入者、需要者又はこれらの代理人から当該貨
物等の用途に関する明確な説明がある。 

☐ はい ☐ いいえ ☐ — 

２．需要者の事業内容、技術レベルからみて、当該
貨物等を必要とする合理的理由がある。 

☐ はい ☐ いいえ ☐ — 

３．当該貨物等の設置場所又は使用場所が明確であ

る。 

☐ はい ☐ いいえ ☐ — 

４．当該貨物等の設置場所又は使用場所が軍事施設
内もしくは軍事施設に隣接している又は立ち入りが制
限されている等の高度の機密が要求されている地域
であり、かつ、その用途に疑わしい点があるとの情報
を有していない。 

 

 

☐ はい 

 

☐ 

 

 

いいえ 

 

☐ 

 

 

— 

５．当該貨物等の輸送、設置等について過剰な安全
装置・処置が要求されていない。  

☐ はい ☐ いいえ ☐ — 

６．当該貨物等が使用される設備や同時に扱う原材
料についての説明がある。 

☐ はい ☐ いいえ ☐ — 

７．当該貨物等及び当該貨物等が使用される設備や
同時に扱う原材料の組み合わせが、当該貨物等の用
途に照らして合理的、整合的である。 

 

☐ はい 

 

☐ 
 

いいえ 

 

☐ 
 

— 

８．異常に大量のスペアパーツ等の要求がない。 ☐ はい ☐ いいえ ☐ — 

９．通常必要とされる関連装置の要求がある。 ☐ はい ☐ いいえ ☐ — 

１０．輸送時における表示、船積みについての特別
の要請がない。 

☐ はい ☐ いいえ ☐ — 

１１．製品及び仕向地から見て、輸送ルートにおいて
異常がない。 

☐ はい ☐ いいえ ☐ — 

１２．輸送時における梱包及び梱包における表示が
輸送方法や仕向地などからみて異常がない。 

☐ はい ☐ いいえ ☐ — 

１３．当該貨物等の支払対価・条件・方法などにお
いて異常に好意的な提示がなされていない。 ☐ はい ☐ いいえ ☐ — 

１４．通常要求される程度の性能等の保証の要求があ

る。 

☐ はい ☐ いいえ ☐ — 

１５．据付、指導等の通常予想される専門家の派遣の
要請がある。 

☐ はい ☐ 
 

いいえ ☐ — 

１６．最終仕向地、製品等についての過度の秘密保
持の要求がない。 

☐ はい ☐ いいえ ☐ — 

１７．外国ユーザーリスト（最新のもの）に掲載されてい
る企業・組織向けの取引については、リストに記載さ
れている当該需要者の関与が懸念されている大量破
壊兵器の種別（核兵器、生物兵器、化学兵器、ミサイ
ル）と、輸出する貨物等の懸念される用途の種別（「大
量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制
に関する輸出手続き等について」通達１の（３）に掲げ
る大量破壊兵器等の開発等に用いられるおそれの強
い貨物 例等を参考に、輸出する貨物等の特性から判
断すること。）が一致しない。 

 

 

 

 

☐ はい 

 

 

 

☐ 

 

 

 

 

いいえ 

 

 

 

☐ 

 

 

 

 

— 

１８．その他、取引の慣行上当然明らかにすべき事項
に関する質問に対して需要者からの明確な説明がな
い等の取引上の不審点がない。 

 

☐ はい 

 

☐ 
 

いいえ 

 

☐ 
 

— 

 



様式第5号 

審査申請書（技術の提供・貨物の輸出用） 

記入年月日： 年   月 日 
 

申
請
者 

（フリガナ）   

所属・職名  
 

氏 名 
  

E-mail 
 

【案件の概要】 
 

件名  

技術名・貨物 

（型名等） 
 

（金額： ） 

該非判定 

（1項～15項） 

く技術＞ ☐ 外為令別表： 項 号に該当 ☐ 非該当    ☐ 対象外 ☐ 不明・疑義 

く貨物＞ ☐ 輸出令別表第1： 項 号に該当 ☐ 非該当 ☐ 対象外 ☐ 不明・疑義 

仕向地（国名） ☐ ホワイト国 ☐ 国連武器禁輸国・地域 ☐ その他 

契約先 
名称  

所在地  

需要者 

・利用者 

名称 （軍事機関該当 ☐有 ☐無） 

所在地  

 

 

用途 

内容（ ） 

☐ 大量破壊兵器関連 ☐ 軍事関連 

☐  その他（ ） 

☐  不明・疑義 

資料 ☐ 有（ ） 

☐ 無  

 

 

 

 

 

 

 

客観要件 

I.大量破壊兵器キャッチオール規制 

非ホワイト国向け（国連武器禁輸国・地域を含む）の場合、 

①  大量破壊兵器キャッチオール規制に係る「用途」チェックリストに「はい」が一つでもあるか  

☐ はい ☐ いいえ 

② 大量破壊兵器キャッチオール規制に係る「需要者」チェックリストに「はい」が一つでもあるか  

☐ はい ☐ いいえ 

③ （  ②が「はい」の場合）  明らかガイドラインに関するチェックリストに「いいえ」が一つでもあるか 

☐ はい ☐ いいえ 

Ⅱ.通常兵器補完的輸出規制 

国連武器禁輸国・地域の場合、 

①  通常兵器補完的輸出規制に係る「用途」  チェックリストに「はい」 が一つでもあるか 

☐ はい ☐ いいえ 

②  （ ①が「はい」の場合） 用途要件の除外に関するチェックリストに「いいえ」が一つでもあるか  

☐ はい ☐ いいえ 

Ⅲ.客観用件の確認に、不明な点または疑義があるか ☐ はい ☐ いいえ 

インフォーム要件 経済産業大臣から許可申請をすべき旨の通知を受けたか ☐ はい ☐ いいえ 

取引経路 → → 

契約予定月 年 月 （取引・輸出予定月： 年 月） 
 

以下、申請者は記入不要 
 

 

取引審査判定 

☐ 承認 ☐ 規制対象外 ☐ 非該当 ☐ 特例（少額、その他） 

☐ 条件付承認 ☐ 包括許可 ☐ 個別許可 ☐ 許可例外 

☐ 経済産業省へ届出／相談 ☐ 不承認 

取引承認条件  

上記判定理由 

 



様式第6号 

審査申請書（外国人（研究者・留学生・見学者等）受入れ用）） 

記入年月日： 年   月 日 
 

申
請
者 

（フリガナ）   

所属・職名  
 

氏 名 
  

E-mail 
 

【外国人に教育・提供する技術の概要】 
 

 

 

 

受入予定者 

氏名（英字）  

出身国（国名）  
☐ 輸出令別表第3の地域 ☐ 国連武器禁輸国・地域 ☐ 懸念国 ☐ その他 

 

出身組織 

 

 

※HPアドレスを記載（ ）及び／又は資料を添付すること。 

 

 

教育・提供予定

技術の該非判定

（1～15項） 

外為令別表： 項 号 （貨物等省令： 条 項 号）※該当するおそれのある項番が複数あるときは、その全てを列挙。 

☐ 該当 ☐ 非該当 ☐ 不明·疑義 ☐ 公知 ☐ 基礎科学 ☐ その他規制対象外 

上記判断の根拠 ※特に「該当」以外の欄にチェックする場合には、受入予定者の研究計画・提供予定技術等に照らして、なるべく詳しく、具体的に記入すること。 

 

受入予定者の卒業後の

予定／希望勤務先 

（知っていれば記入） 

 

名称（英字）  

※HPアドレスを記載（ ）及び／又は資料を添付すること。 

所在地 
 

提供予定技術の用途 

〔留学生等の場合、卒

業後の予定／希望進路

での用途〕 

（知っていれば記入） 

内容（ ） 

☐ 大量破壊兵器等関連 ☐ 通常兵器関連 ☐ 軍関連 ☐ 不明・疑義  ☐ その他 

 

資料： ☐有（ ） ☐無 

 

 

 

 

 

 

 

客観要件 

Ⅰ.大量破壊兵器キャッチオール規制： 受入予定者の出身国・出身組織・卒業後の予定／希望勤務先が、輸出令別表第 3の地域以外の

国（国連武器禁輸国・地域を含む）の場合、大量破壊兵器キャッチオール規制に係る、 

◆キャッチオール規制チェックシートの 

①「用途」チェックシートに「はい」が一つでもあるか ☐ はい ☐ いいえ 

②「需要者」チェックシートに「はい」が一つでもあるか ☐ はい ☐ いいえ 

③（②が「はい」の場合、）明らかガイドラインに関するチェックシートに「いいえ」が一つでもあるか 

☐ はい ☐ いいえ 

Ⅱ.通常兵器キャッチオール規制： 受入予定者の出身国・出身組織・卒業後の予定／希望勤務先が、国連武器禁輸国・地域の場合、通

常兵器キャッチオール規制に係る、 

◆ キャッチオール規制チェックシートの 

①「用途」チェックシートに「はい」が一つでもあるか                ☐ はい  ☐ いいえ 

Ⅲ.客観要件の確認に、不明点又は疑義があるか                 ☐ はい ☐ いいえ 

インフォーム要件 
受入予定者の出身組織・卒業後の予定／希望勤務先につき、経済産業大臣から許可の申請をすべき旨の通知を受けたか 

☐ はい   ☐ いいえ 

受入予定期間 年 月 日 ～ 年 月 日 

 

以下、申請者は記入不要 
 

 

取引審査判定 

☐ 承認 ☐ 規制対象外 ☐ 非該当 ☐ 特例（少額、その他） 

☐条 件付承認 ☐ 包括許可 ☐ 個別許可 ☐ 許可例外 

☐ 経済産業省へ届出／相談 ☐ 不承認 

取引承認条件  

上記判定理由 

 



様式第7-1号 

 

年 月 日 

誓 約 書 

 

 

公立大学法人山梨県立大学 理事長 殿 

所属 

 

（署名） 

氏名 
 

 

 

 

貴学に入学（採用）等の上は、無断で大学の所有物の提供及び学外への持ち出しを行い

ません。次のいずれかに該当する場合には、指導教員（受入教員）に相談するとともに、必

要な場合には日本国政府が定める外国為替及び外国貿易法及びこれに基づく関係法令

に従い所定の手続を行うことを誓約します。 

 
ー 研究上の技術情報を在学（在職）中に外国において提供し、若しくは非居住者に対

して提供しようとする場合、又はこれを在学（在職）後に提供することが在学（在職）
中に明らかとなった場合 

 

ニ 研究上の使用機器若しくは使用材料若しくは研究の結果得られた有体物を在学（在職）

中に外国に輸出（海外へ送付又は持出し等）しようとする場合、又はこれらを在学（在

職）後に輸出することが在学（在職）中に明らかとなった場合 

 

以上 



Form7-2 

 

Date: ／ ／ 

 

Pledge 

 
To: President, Yamanashi Prefectural University 

 

Address 

Full name: 
(Signature) 

 

 

I hereby pledge that if, upon enrollment to or employed or any as such by 

Yamanashi Prefectural University, I will neither provide nor carry out a 

possession of the University to outside without permission. If either of the two 

following cases applies, I will consult my supervisor (i.e., the academic staff 

accepting me as a student or a researcher). In addition, if deemed necessary, I 

shall implement the procedures prescribed by the Foreign Exchange and 

Foreign Trade Act and applicable acts and ordinances established by the 

Government of Japan. 

 

1.  In the case where I wish to provide research-related technology information 

in foreign countries or to non-residents of Japan during enrollment or 

employment or any as such at Yamanashi Prefectural University or it becomes 

obvious during this period that I may provide such information after 

withdrawing or leaving from Yamanashi Prefectural University. 

 

2.  In the case where I wish to export (sending to foreign countries or bringing 

out, etc.) devices or materials used in my research or tangible objects gained 

from the research to foreign countries during enrollment or employment or any 

as such at Yamanashi Prefectural University or it becomes obvious during this 

period that I may export the aforesaid items after withdrawing or leaving from 

Yamanashi Prefectural University. 


